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研究要旨 

認知症高齢者の家族にとって、認知症周辺症状を疾患に起因するものとして正しく理解

することは、適切な対応や介護負担感の軽減に重要である。一方、在宅介護では、認知症

の周辺症状を本人の性格に起因すると捉えることで、介護負担の増加につながることも

少なくない。本研究では、家族の認知症観を捉える一つの方法として認知症の周辺症状に

対する家族の行動理解に着目し、診断および情報支援との関連を検討した。全国の要介護

認定を受けた 65 歳以上の認知症症状を有する高齢者の家族 1,653 名を対象にしたオンラ

イン調査データを解析した。日頃の認知症周辺症状に対する「疾患帰属」および「性格・

意図帰属」尺度を従属変数とし、基本属性、介護関連項目、認知症の周辺症状（DBD13）

の程度を調整した重回帰分析を行った。その結果、認知症の場合には、診断、および専門

職からの情報支援は疾患としての理解を高め、性格としての理解を低減させていた。一

方、MCI(軽度認知障害)の段階では、診断のみでは性格としての理解の低減は認められな

かったが、専門職からの情報支援がある場合には低減していた。以上より、認知症につい

ては、診断を受けることが家族の認知症に対する理解を疾患帰属へと方向づけ、対応の変

化につながりうることが示された。一方で、MCI 段階では診断のみでは必ずしも周辺症

状の適切な理解につながらない可能性があり、診断後も専門職による継続的な情報支援

が必要であると考えられた。 

A. 研究目的 

認知症高齢者の在宅生活において、認知

症周辺症状は、本人の生活の質だけでな

く、家族介護者の心理的負担や介護継続に

も大きく関わり、認知症周辺症状を疾患に

起因する症状として理解することは、本人

への適切な対応や介護負担感の軽減につな

がる可能性がある[1-3]。一方で、在宅介護

の場面では、認知症周辺症状が認知症によ

る症状ではなく、本人の性格や意図的な行

119



動として捉えられることも少なくない。こ

のような理解の違いは、家族の認知症観の

一側面を反映していると考えられる。 

これらの認知症の周辺症状理解は、家族

の認知症に関する知識、介護経験、診断の

受け止め方、周囲から得られる情報などに

よって形成されると考えられる。認知症の

診断は、本人の状態や行動変化を疾患の文

脈で理解する契機となり、家族が今後の介

護や支援を考えるうえで重要な意味をもつ

[2, 4-6]。一方で、診断を受けることは、本

人や家族に不安や戸惑い、スティグマをも

たらす可能性もあり、診断名が伝えられる

だけでは日常生活上の行動変化を十分に理

解することにつながらない場合もある[4, 

6]。特に MCI 診断では、認知症との境界

や将来の見通しが家族にとって分かりにく

く、本人の行動を疾患に関連するものとし

て捉えるか、性格や加齢による変化として

捉えるかが曖昧になりやすい可能性がある

[7]。 

しかし、認知症の周辺症状を「疾患とし

て理解する」あるいは「性格として理解す

る」という行動理解の観点から、診断や情

報支援との関連を検討した研究は十分では

ない。特に、認知症および MCI の診断影

響の違いに加えて、情報支援を誰から受け

ているかによって、家族の理解が異なる可

能性がある。 

そこで本研究は、家族の認知症観を捉え

る一つの方法として、家族の認知症周辺症

状に対する行動理解に着目した。具体的に

は、「疾患帰属」と「性格・意図帰属」を

二つの評価軸として捉え、認知症診断およ

び MCI 診断の有無、ならびに情報支援と

の関連を検討することを目的とした。 

B. 研究方法  

1．調査対象者 

本研究では、全国の要介護認定を受けた

65 歳以上の高齢者で、何らかの認知症症状

を有する者の家族を対象に実施したオンラ

イン調査データを用いた。 

 

2．測定方法 

認知症周辺症状に対する理解については、

認知症に伴って家族が経験しやすい行動・

発言の変化をもとに作成した項目を用いて

評価した。具体的には、日常生活動作の低

下、記憶の低下、興味・関心に基づく行動や

発言の減少または出現、習慣的行動の減少、

執着の増加、これまで見られなかった行動

や発言の出現、行動や発言の一貫性の低下

の 8 つの行動変化について、それぞれ「認

知症によるものだと思う」とする「疾患帰

属」項目と、本人の性格、または本人が自ら

そうしたい／そうしたくないからだと思う

とする「性格・意図帰属」項目を作成した[8]。

すなわち、同一の 8 つの行動変化に対して、

疾患として理解する傾向を測定する 8 項目

（α=.966）と、本人の性格または意図とし

て理解する傾向を測定する 8 項目（α=.921）

の計 16 項目を用いた。 

診断については、診断なし、何らかの認知

症診断あり、MCI 診断ありに分類した。情

報支援については、同居家族、別居家族、地

域住民、友人・知人、専門職の 5 種類につ

いて、各相手からどの程度情報支援を受け

ているかを把握し、その程度を示す変数と

して分析に投入した。 

調整変数として、介護者および要介護者

の基本属性（性別、年齢）、介護状況（要介

護度、同別居の有無、周辺症状発症の程度
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（Dementia Behavior Disturbance Scale

短縮版（DBD13））を把握した。 

 

3．統計解析 

解析では、「疾患帰属」および「性格・意

図帰属」を従属変数とし、基本属性などを調

整したうえで、診断および情報支援の主効

果に加え、診断と情報支援の交互作用を段

階的に投入した重回帰分析を行った。解析

には SPSS version 25 を用いた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター

研究所倫理委員会の承認（承認番号：R21-

76）を得て実施した。 

 

C. 研究結果 

解析対象は 1,653 名であった。介護者の

平均年齢は 55.6 歳（SD＝10.8）で、女性は

50.3％であった。要介護者の平均年齢は

85.7 歳（SD＝7.3）であった。 

何らかの認知症症状を持つ 1653 名のう

ち、MCI の診断を持つものは 20.1％、何ら

かの認知症の診断を持つもの 53.8％、診断

を持たないものは 26.1％となっていた。 

表 2 では、周辺症状に対する「性格・意

図帰属」と「疾患帰属」に関連する要因の重

回帰分析結果を示す。専門職からの情報支

援は、性格・意図帰属を低減させる一方で、

疾患理解を高めることと有意に関連してい

た。また、認知症診断は、性格・意図帰属を

低減させ、疾患理解を高めることと関連し

ていた。一方、MCI 診断は疾患帰属を高め

ることとは関連していたが、性格・意図帰属

の低減とは有意に関連していなかった。専

門職以外からの情報支援では、同居家族お

よび別居家族からの情報支援が性格・意図
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帰属を高める方向に関連していたが、疾患

帰属との有意な関連は認められなかった。 

表 3 では、診断と情報支援の交互作用項

を投入し、周辺症状に対する性格・意図帰属

および疾患帰属との関連を検討した。その

結果、性格・意図帰属については、MCI 診

断と専門職からの情報支援の交互作用が有

意であり、MCI診断を受けている場合には、

専門職からの情報支援があることで性格・

意図帰属が低減していた。また、認知症診断

と専門職からの情報支援の交互作用も有意

であり、認知症診断を受けている場合にも、

専門職からの情報支援があることで性格・

意図帰属がより低減していた。一方、同居家

族、別居家族、友人・知人、地域の人からの

情報支援との交互作用は有意ではなかった。 

疾患帰属については、診断と情報支援の

交互作用はいずれも有意ではなかった。し

たがって、専門職からの情報支援は、診断の

有無にかかわらず疾患帰属を高める可能性

がある一方で、性格・意図帰属の低減につい

ては、特に MCI 診断または認知症診断を受

けている場合に強く関連することが示され

た。 

 

D. 考察 

本研究では、認知症の周辺症状に対する

「疾患帰属」および「性格・意図帰属」を、
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家族の認知症観の一側面を測定する指標と

して用い、診断および情報支援との関連を

検討した。 

その結果、専門職からの情報支援は、認知

症周辺症状を疾患として理解する傾向を高

めるとともに、性格として理解する傾向を

低減させていた。この背景には、専門職が認

知症の症状や行動変化について、家族が接

する日常生活において位置付けることによ

り、家族が直面する、行動変化を本人の性格

や意思ではなく、疾患に伴う変化として捉

え直しやすくなることが考えられる。 

一方、専門職以外からの情報支援は、性格

としての理解を高める方向に関連していた。

この背景には、家族や身近な人々からの情

報が、本人の過去の性格や生活歴、日常的な

言動に基づいて解釈されやすいことが考え

られる[9]。家族間で共有される情報は、介

護者にとって心理的支えとなる一方で、認

知症の周辺症状を疾患の症状として捉える

よりも、「もともとの性格」「わがまま」「頑

固さ」といった理解を強める可能性がある。

これは、情緒的支援となりうる家族や身近

な人々による支援を否定するものではなく、

そこに専門職による適切な説明や助言とい

った正しい情報支援を組み合わせることが

重要である点を強調するものである。 

また、認知症診断は、認知症の周辺症状を

疾患として理解することを促し、性格とし

て理解することを低減させていた。診断は、

家族にとって本人の行動変化を疾患の文脈

で理解する契機となると考えられる。 

一方、これらの結果は、MCI 診断におい

ては、性格としての理解の低減は認められ

ないという結果となっていた。MCI は認知

症と比較して症状が軽度であり、家族にと

って日常生活上の変化を疾患として捉えに

くい可能性がある。また、MCI という診断

名自体が家族に十分理解されていない場合、

診断を受けても本人の行動を性格に由来す

るものとして解釈し続ける可能性がある。 

しかし、MCI 診断下であっても、専門職

からの情報支援がある場合には、性格とし

ての理解が低減しており、このことは、MCI

段階においても、専門職が症状や行動変化

の意味を具体的に説明することで、家族の

認知症観が変化しうることを示唆している。

特に、認知機能低下における早期段階では

家族が本人の変化を疾患として理解しにく

いため、診断名を伝えるだけでなく、日常生

活上の具体的な行動変化と疾患との関連を

説明する支援が重要である。 

 

E. 結論と今後の課題 

 本研究の結果から、認知症周辺症状に対

する家族の理解は、診断の有無と専門職か

らの情報支援によって方向づけられる可能

性が示された。特に、専門職からの情報支援

は、認知症周辺症状を疾患に関連する症状

図 診断と情報支援が家族の認知症観に与える

影響についての概念図 
注）本図は、研究結果の概念的整理を目的とし

て、生成 AI を用いて作成した。 
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として理解することを促し、本人の性格に

起因するものとして捉える理解を低減させ

るうえで重要であると考えられる。また、

MCI段階では診断のみでは性格としての理

解を十分に低減させない可能性があるが、

専門職による情報支援が加わることで、家

族の理解が変化する可能性が示された。 

今後は、専門職による情報支援の内容、頻

度、タイミング、伝え方が、家族の認知症観

にどのような影響を及ぼすのかをより詳細

に検討する必要がある。 

また、本研究は横断的調査であるため、診

断や情報支援が家族の認知症観を変化させ

る因果関係については明らかにできない。

今後は縦断研究や介入研究を通じて、診断

後の情報支援が家族の理解、介護対応、心理

的負担に及ぼす影響を検証することが求め

られる。 

 

F. 研究発表 

1.  論文発表 

該当なし 

 

2.  学会発表 

1. 涌井智子, 中山莉子, 岡村毅, 笠貫浩史, 

宮前史子, 宇良千秋, 大久保豪. 診断およ

び情報支援が家族の認知症観に及ぼす影響

－認知症周辺症状の疾患理解と性格理解－. 

日本老年社会科学会  第 68 回大会 . 

(2026/6/13-14, 福島) 

2. 中山莉子, 涌井智子, 大久保豪, 粟田主

一. 認知症の人を介護する家族の本人理解

尺度の作成. 日本老年社会科学会 第 68 回

大会. (2026/6/13-14, 福島) 

 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む．） 

 1. 特許取得 

 該当なし 

 2. 実用新案登録 

該当なし 

3.その他 

該当なし 
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